
府中市老朽危険空き家解体促進事業補助金交付要綱

（趣旨）

第１条 この要綱は、老朽化により危険な状態にある空き家の自主的な解体を促進

し、安全で安心な住環境の向上を図るため、その解体費用の一部に対し、府中市

老朽危険空き家解体促進事業補助金（以下「補助金」という。）を予算の範囲内で

交付することについて、府中市補助金交付規則（昭和５７年府中市規則第１６号。

以下「規則」という。）に定めるもののほか、必要な事項を定めるものとする。

（定義）

第２条 この要綱において、次の各号に掲げる用語の意義は、当該各号に定めると

ころによる。

⑴ 建築物 建築基準法（昭和２５年法律第２０１号）第２条第１号に規定する

建築物をいう。

⑵ 敷地 建築基準法施行令（昭和２５年政令第３３８号）第１条第１号に規定

する敷地をいう。

⑶ 空き家 居住その他の使用がなされていないことが常態である建築物をいう。

⑷ 老朽危険空き家 次のいずれかの要件を満たす空き家をいう。

ア 住宅地区改良法（昭和３５年法律第８４号）第２条第４項に規定する不良

住宅であって、住宅地区改良法施行規則（昭和３５年建設省令第１０号）別

表第１（以下「別表第１」という。）により評定した合計評点が１００点以上

である空き家をいう。

イ 別表第１のうち、外観目視により評定できる項目を定めた別表における合

計評点が１００点以上である空き家をいう。

⑸ 所有者 登記事項証明書（未登記の場合は家屋補充課税台帳）に所有者とし

て記載されている者をいう。

⑹ 特定空家等 空家等対策の推進に関する特別措置法（平成２６年法律第１２

７号。以下「法」という。）第２条第２項に規定する空家等をいう。

（補助対象建築物）

第３条 補助金の交付の対象となる建築物（以下「補助対象建築物」という。）は、

次の各号の要件をすべて満たす建築物または特定空家等とする。

⑴ 市内に存する老朽危険空き家

⑵ 木造であるもの

⑶ 過半が居住の用に供されていたもの

２ 特定空家等

（補助対象者）



第４条 補助金の交付の対象となる者（以下「補助対象者」という。）は、市税の滞

納市税（延滞金を含む。）がない者であって、次の各号のいずれかに該当する者と

する。

⑴ 補助対象建築物の所有者（法人を除く。以下「所有者」という。）

⑵ 所有者の相続人

２ 補助対象者は、補助対象建築物の共有者の代表として、当該補助対象建築物の

解体工事その他この要綱に定める手続を行う場合は、他の共有者の同意を得て当

該手続を行い、他の共有者からの疑義が生じたときは、補助対象者自らがその疑

義を解決することを市長に確約するものとする。

３ 補助対象者は、補助対象建築物に所有権以外の物権（賃借権を含む。）が設定さ

れている場合は、権利者全員から、当該補助対象建築物の解体工事その他この要

綱に定める手続を行うことについての同意を得るものとする。

４ 補助対象者は、補助対象建築物の相続人の代表として、当該補助対象建築物の

解体工事その他この要綱に定める手続を行う場合は、他の相続人の同意を得て当

該手続を行い、他の相続人からの疑義が生じたときは、補助対象者自らがその疑

義を解決することを市長に確約するものとする。

５ 前項の規定は、遺産分割協議書、遺言状等（以下「遺産分割協議書等」という。）

により、補助対象建築物の所有者となる相続人が確定している場合を除く。

（補助対象工事）

第５条 補助金の交付の対象となる解体工事（以下「補助対象工事」という。）は、

次の各号の要件をすべて満たす工事とする。ただし、市長が特別に認める場合は

この限りでない。

⑴ 補助対象建築物の全部を解体する工事

⑵ 補助対象者が、建設業法（昭和２４年法律第１００号）別表第１に掲げる解

体工事業に係る同法第３条第１項の許可を受けた者又は建設工事に係る資材の

再資源化等に関する法律（平成１２年法律第１０４号。以下「建設リサイクル

法」という。）第２１条第１項の規定による登録を受けた解体工事業者（以下「解

体工事業者等」という。）と請負契約を締結する工事

⑶ 他の制度による補助金等の交付を受けない工事

⑷ 公共事業による移転等の補償の対象でない工事

（補助対象経費及び補助金の額等）

第６条 補助対象工事に要する費用（消費税及び地方消費税を含む。以下「補助対

象経費」という。）には、次の各号に掲げる費用は含まないものとする。

⑴ 家財道具の処分費

⑵ 跡地の整備費



⑶ 前２号に掲げるもののほか、市長が適当でないと認める費用

２ 補助金の額は、補助対象経費の合計額に３分の１を乗じて得た額（１，０００

円未満の端数があるときは、その端数を切り捨てた額とする。）とし、３０万円を

限度とする。

３ 「住宅局所管補助事業等における消費税相当額の取扱について」（平成１７年９

月１日付け国住総発第３７号住宅局長通知）に基づき、補助金の額に、課税仕入

れに係る消費税額（地方消費税額を含む。）として控除できる部分の金額が含まれ

る場合は、補助金の額から当該控除額を除くものとする。

４ 補助金の交付は、原則として同一敷地内において１回限りとする。

（事前調査）

第７条 補助金の交付を受けようとする者（以下「申請者」という。）は、補助金の

交付の申請をする前に、老朽危険空き家事前調査申請書（別記様式第１号）に次

に掲げる書類を添付して市長に提出し、あらかじめ老朽危険空き家に該当するか

否かについて、判定を受けなければならない。

⑴ 補助対象建築物の位置図及び配置図

⑵ 補助対象建築物の現況写真

⑶ 前２号に掲げるもののほか、市長が必要と認める書類

２ 市長は、前項の規定による申請があったときは、その内容を審査し、必要に応

じて現地調査を行い、その判定結果を老朽危険空き家判定結果通知書（別記様式

第２号）により申請者に通知するものとする。

３ 前項に規定する現地調査は、原則として申請者の立会いのもと、別表第１によ

り判定するものとする。ただし、次の各号のいずれかの要件に該当する場合は、

別表により判定することができる。

⑴ 申請者が立会いできず、補助対象建築物の内部の調査ができない場合

⑵ 補助対象建築物に接近することで、調査員の生命に危険が及ぶ可能性がある

場合

⑶ 外観目視による判定のみで、明らかに老朽危険空き家に該当すると認められ

る場合

⑷ 前３号に掲げるもののほか、市長が適当と認める場合

（交付の申請）

第８条 申請者は、前条第２項の規定により老朽危険空き家に該当すると判定され

た場合は、補助対象工事の着手前に、府中市老朽危険空き家解体促進事業補助金

交付申請書（別記様式第３号）に次に掲げる書類を添付して、市長に提出しなけ

ればならない。

⑴ 工事見積書（内訳明細の付いたもの）



⑵ 補助対象建築物の登記全部事項証明書（未登記の場合はその他の所有者が確

認できる書類）

⑶ 市税完納証明書又は市税納付状況照会承諾書（別記様式第４号）

⑷ 解体工事業者等の営業の許可又は登録を証する書面の写し

⑸ 所有者との続柄が確認できる書類（申請者が所有者でない場合）

⑹ 共有者疑義解決確約書（別記様式第５号。第４条第２項の規定による場合）

⑺ 権利者同意書（別記様式第６号。第４条第３項の規定による場合）

⑻ 相続人疑義解決確約書（別記様式第７号。第４条第４項の規定による場合）

⑼ 所有者となる相続人が確定していることが確認できる書類（第４条第５項の

規定による場合）

⑽ 前各号に掲げるもののほか、市長が必要と認める書類

（交付等の決定及び通知）

第９条 市長は、前条の規定による補助金の交付の申請があったときは、その内容

の審査を行い、補助金の交付の可否及び補助金の額を決定するものとする。

２ 市長は、前項の規定により、補助金の交付を決定したときは府中市老朽危険空

き家解体促進事業補助金交付決定通知書（別記様式第８号）により、補助金の不

交付を決定したときは府中市老朽危険空き家解体促進事業補助金不交付決定通知

書（別記様式第９号）により、申請者に通知するものとする。

３ 前項の規定による補助金の交付の決定通知を受けた者（以下「補助事業者」と

いう。）は、当該交付決定の日以後に補助対象工事に着手するものとする。

（変更等の申請）

第１０条 補助事業者は、前条第２項の既定による補助金の交付の決定後に、当該

交付決定の内容を変更しようとするときは、速やかに府中市老朽危険空き家解体

促進事業補助金交付変更申請書（別記様式第１０号）に次に掲げる書類を添付し

て、市長に提出しなければならない。

⑴ 変更後の工事見積書（内訳明細の付いたもの）

⑵ その他市長が必要と認める書類

２ 市長は、前項の規定による申請があった場合は、その内容を審査し、補助金の

交付の変更を決定したときは、府中市老朽危険空き家解体促進事業補助金交付変

更決定通知書（別記様式第１１号）により、補助事業者に通知するものとする。

３ 補助事業者は、前条第２項の既定による補助金の交付の決定後に、補助対象工

事を取り止めるときは、速やかに府中市老朽危険空き家解体促進事業取止届出書

（別記様式第１２号）により、市長に届け出なければならない。

４ 前項の規定による届け出があったときは、当該届け出に係る補助金の交付の決

定は、その効力を失う。



（実績報告）

第１１条 補助事業者は、補助対象工事を完了したときは、府中市老朽危険空き家

解体促進事業実績報告書（別記様式第１３号）に次に掲げる書類を添付して、市

長に提出しなければならない。

⑴ 工事着手前及び完了後の状況のわかる写真

⑵ 契約書の写し

⑶ 領収書の写し

⑷ 前３号に掲げるもののほか、市長が必要と認める書類

２ 前項の規定による報告書は、補助対象工事の完了の日から起算して３０日を経

過した日又は補助金の交付の決定を受けた日の属する年度の末日のいずれか早い

日までに提出しなければならない。

（補助金の額の確定）

第１２条 市長は、前条第１項の規定による報告があった場合は、その内容を審査

し、交付する補助金の額を確定したときは、府中市老朽危険空き家解体促進事業

補助金額確定通知書（別記様式第１４号）により、補助事業者に通知するものと

する。

（交付の請求）

第１３条 補助事業者は、前条の規定による通知を受けたときは、府中市老朽危険

空き家解体促進事業補助金交付請求書（別記様式第１５号）により、市長に補助

金の交付の請求をするものとする。

（交付の決定の取消し及び通知）

第１４条 市長は、補助事業者が次の各号のいずれかに該当するときは、補助金の

交付の決定の一部又は全部を取り消すことができる。

⑴ この要綱、規則及び補助金交付決定通知に付した条件に違反したとき。

⑵ この要綱により市長に提出した書類に偽りの記載があったとき。

⑶ 補助金を他の用途に使用したとき。

⑷ 前３号に掲げるもののほか、市長が補助金を交付することが不適当であると

認めたとき。

２ 前項の規定は、第１２条の規定による補助金の額の確定後においても適用する。

３ 市長は、第１項の規定により補助金の交付の決定の一部又は全部を取り消した

ときは、府中市老朽危険空き家解体促進事業補助金交付決定（一部・全部）取消

通知書（別記様式第１６号）により、補助事業者に通知するものとする。

（補助金の返還）

第１５条 市長は、前条の規定により補助金の交付の決定を取り消した場合であっ

て、既に補助金の交付がされているときは、府中市老朽危険空き家解体促進事業



補助金返還命令書（別記様式第１７号）により、補助事業者に補助金の一部又は

全部の返還を命ずるものとする。

（帳簿等の備付け）

第１６条 補助事業者は、補助対象工事に係る証ひょう類の整理及び経理を明らか

にする帳簿の作成を行い、当該補助対象工事の完了後５年間保存しなければなら

ない。

（暴力団の排除）

第１７条 市長は、補助事業者が次の各号のいずれかに該当するときは、この要綱

に定める他の規定にかかわらず、補助金を交付しないものとする。

⑴ 暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（平成３年法律第７７号）

第２条第２号に規定する暴力団（以下「暴力団」という。）又は同条第６号に規

定する暴力団員（以下「暴力団員」という。）

⑵ 広島県暴力団排除条例（平成２２年広島県条例第３７号）第１９条第３項の

規定による公表が現に行われている者

⑶ 暴力団又は暴力団員との密接な関係を有する者

２ 市長は、補助金の交付の決定後に、補助事業者が前項各号のいずれかに該当す

ると認めたときは、この要綱に定める他の規定にかかわらず、当該交付決定の一

部又は全部を取り消すことができる。

（跡地の適切な管理）

第１８条 補助事業者は、補助対象工事の完了後の跡地の適切な管理に努めるもの

とする。

（その他）

第１９条 この要綱の施行に関し必要な事項は、市長が別に定める。

附 則

（施行期日）

１ この告示は、平成２９年７月１日から施行する。

（経過措置）

２ この告示の施行の日から平成３１年５月３１日までの間において、第５条第２

号中「解体工事業」とあるのは「とび・土工工事業若しくは解体工事業」とする。

附 則

この告示は、平成３０年４月１日から施行する。

附 則



この告示は、令和３年７月１日から施行する。


